
第54回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）
での審議の概要

2025年6月16日開催

2025年6月18日

第54回の審議では、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という）から公表された公開草案「温室効果ガス排出の

開示に対する修正－IFRS S2号の修正案」への対応についての審議や、補足文書の追加について審議が行われました。

【第54回SSBJで審議された事項】

審議事項

(1) ISSB 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正― IFRS S2 号の修正案」への対応（審議事項B2-1、B2-2、

B2-1参考資料1）(※1)

(2) 補足文書の追加の検討 （審議事項 A3）

(※1) 審議事項B2-1、B2-1参考資料1については、資料は非公開

審議事項

(1) ISSB 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正― IFRS S2 号の修正案」への対応（審議事項B2-1、B2-2、

B2-1参考資料1）

ISSBが公表した公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正－ IFRS S2号の修正案」（以下「本公開草案」とい

う）（※2）について、サステナビリティ基準委員会（以下「SSBJ」という）よりISSBに対してコメント・レターを提出するため、

これまでの審議を踏まえて作成したコメント案について事務局より説明がなされ、審議が行われました。

また、SSBJとしてコメントした内容を逸脱しない範囲で、本公開草案に対し、SSBJとオーストラリア会計基準審議会（以下

「AASB」という）との連名でISSBにコメント・レターを提出することについて事務局より説明がなされ（※3）、審議が行われ

ました。

（※2） ISSBより2025年4月28日に公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正」（IFRS S2号「気候関連開示」

の修正案）（コメント期限：2025年6月27日）が公表されています。

（※3）本公開草案の論点のうち、「質問2 ― ファイナンスド・エミッションに関連する特定の要求事項の適用における『世

界産業分類基準』の使用」の論点に関して、SSBJの主要なコメントと AASB の主要なコメントとの間に共通点が

多くあるため、SSBJと AASB との連名でISSBにコメントを出すことについてAASBより打診があった旨が説明されまし

た。このため、SSBJとしてコメントした内容を逸脱しない範囲でAASBとの連名でコメント・レターを提出することが提

案されました。また連名で提出するコメントについて、コメントの影響力を高めるべく、他の法域の基準設定主体に

も参加を呼びかけている旨が説明されました。

【審議結果】

審議の結果、コメント案について事務局の提案が基本的に支持されました。また、本公開草案に対して、他の法域との連

名によりコメントを提出することが了承されました。

川西委員長より、本日の議論を踏まえた修正を行い、コメント提出までに書面審議により委員の了承を得ること、次回

SSBJにおいて報告を行う旨の発言がありました。
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(2) 補足文書の追加の検討（審議事項A3）

2025年5月29日に、ISSBから公表された教育的資料「IFRS S2号『気候関連開示』の適用にあたっての温室効

果ガス排出の開示要求」（以下「本教育的資料」という）を、SSBJの補足文書（※4）として公表することに

ついて審議が行われました。

(※4) 補足文書の位置付け

 SSBJでは、基準を適用した結果として開示される情報が国際的な比較可能性を大きく損なわせないもの

となるようにすることを意図して基準開発を行っています。そのため、ISSBが公表する教育的資料等のうち、

ISSB基準の適用において参考となるものについて、SSBJ基準の適用にあたり参考にできるように、SSBJの

了承を得たものをSSBJの補足文書と位置付けることとしています。

【審議結果】

審議の結果、本教育的資料をSSBJの補足文書として公表することが了承されました。
以上

参  考    ： 第54回サステナビリティ基準委員会の概要｜サステナビリティ基準委員会 

関連記事： 第53回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第52回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要

第51回サステナビリティ基準委員会（SSBJ）での審議の概要
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サステナビリティ開示・保証の最新動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ開示・保証の規制に関する  

最新動向を取りまとめています。

https://www.ssb-j.jp/jp/domestic_standards/proceedings-ssbj_2/y2025/2025-0616.html
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250603.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250521.pdf
https://www.deloitte.com/content/dam/assets-zone1/jp/ja/docs/services/audit-assurance/2025/jp-crd-japan20250414.pdf
https://www.deloitte.com/jp/ja/services/audit/perspectives/newsletter.html
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